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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 

（第１７回会合） 

 

日時 平成27年８月21日（金）10：00～12：00 

場所 経済産業省 本館地下２階 講堂 

 

１．開会 

 

○坂根分科会長 

 皆さん、おはようございます。定刻になりましたので、総合資源エネルギー調査会第17回基本

政策分科会を開催いたします。 

本日もご多忙の中ご参加いただき、ありがとうございます。 

本年１月以来の開催となりますけれども、本日はその間のエネルギー政策をめぐる動きにつ

きまして報告を受けるとともに、今後の課題について議論をいただきたいと思います。 

本日は、先般の人事異動で新たに日下部資源エネルギー庁長官が着任されておりますので、

長官のほうから一言ごあいさつをお願いします。 

○日下部長官 

皆さん、おはようございます。資源エネルギー長官に着任いたしました日下部でございます。 

総合エネルギー調査会、恐らく経済産業省の審議会の中で最も注目され、かつ最も多忙を極

め、皆様方に大変ご尽力いただいている審議会だと思っております。着任したばかりなのですけ

れども、これから展望すると皆さんのご議論の結果決まったエネルギーミックス、それからシス

テム改革、これから実行に移ります。恐らく2017年にはエネルギー基本計画の見直しというのは

もうすぐそこに来ていると思っています。それから、2020年には当然システム改革の実行の発送

電分離という議論が予定をされております。一方でエネルギー政策、福島の関係もございます。

2017年というのは事故後６年ということで、多くの地域の避難指示を解除しようということで一

つのベンチマークで設定した年でもあります。今2015年。したがいまして、15年、16年、この２

年間の活動というのはこれからのエネルギー政策の基本的な制度を確立する極めて大事な時期だ

とも思いますし、それから福島の復興に向けた新たな道筋を確定する意味でも大事な時期だと思

っております。 

つい先週、川内の再稼働始まりました。見ていますとやはり社会的な議論がまだまだ行われ
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ると思います。社会的な課題にどう応えていくのか。一方で経済的な問題、これもきちっとエネ

ルギーの問題として応えていかなければいけない。両方の側面で資源エネルギー庁のほうも皆様

とともに尽力をしていきたいと思っておりますので、よろしくこれからもご審議のほう続きます

のでお願いしたいと思います。 

ありがとうございます。 

○坂根分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、お手元の議事次第に従いまして進めてまいります。まず、本日の分科会における

ご出席者、ご欠席者について事務局から報告をお願いします。 

○事務局（吉野資源エネルギー政策統括調整官） 

それでは、本日のご出席等でございますけれども、本日は植田委員、崎田委員、増田委員、

山名委員が所用のためにご欠席ということでございます。 

それから、安井委員、橘川委員におかれましては後ほど退席なさるということでございます。

あらかじめご報告申し上げます。 

それから、ついででございますけれども、配布資料のほうは資料一覧ございますけれども、

資料１から８でございます。過不足ございましたら事務局にご質問されればと思います。 

以上です。 

 

２．議事 

 ①新たなエネルギー基本計画の実現に向けた検討の進捗 

 ②長期エネルギー需給見通しについて（報告） 

 ③電力・ガス・熱システム改革について（報告） 

 ④各分科会・小委員会（原子力小委員会、資源・燃料分科会、省エネルギー小委員会、新エネ

ルギー小委員会）の検討状況等について（報告） 

 ⑤今後のエネルギー政策の主要課題 

 ⑥自由討論 

 

○坂根分科会長 

 それでは、本日は新たなエネルギー基本計画の実現に向けた検討の進捗、そして長期エネルギ

ー需給見通し、電力・ガス・熱システム改革についてまず報告を受けまして、それから原子力小

委員会、資源・燃料分科会、省エネルギー小委員会、新エネルギー小委員会の検討状況について
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ご報告をいただいた後、今後のエネルギー政策の主要課題等について議論をいただきたいと思い

ます。 

それでは、資料１、新たなエネルギー基本計画の実現に向けた検討の進捗、資料２、長期エ

ネルギー需給見通しについて、吉野資源エネルギー政策統括調整官よりご説明をお願いします。 

○事務局（吉野資源エネルギー政策統括調整官） 

それでは、よろしくお願いいたします。私からは資料１、資料２の説明を申し上げたいと思

います。 

資料１でございます。新たなエネルギー基本計画の実現に向けた検討の進捗ということであ

ります。 

資料上端、東日本大震災後に深刻化した我が国のエネルギー制約といったものを受けまして、

ご案内のとおり昨年４月にエネルギー基本計画を閣議決定いたしました。そのもとで、その下に

ありますように、エネルギーミックスについては速やかに示す、電力システム改革の断行、徹底

した省エネルギー社会の実現、再生可能エネルギーの最大限加速、それから安定的な資源確保の

ための総合的な施策の推進、更には原子力施策の再構築、こうしたテーマが掲げられまして、以

下にありますような各分科会・小委員会における議論が進んでまいりました。 

この中で電力システムに関しましては法案の提出、国会での成立といったところございまし

た。それから、各分野におきましては省エネルギーの小委員会、新エネルギーの小委員会、それ

から資源燃料分科会、あとそのもとでの小委員会、あと原子力小委員会での検討が行われまして、

昨年末までには中間的な取りまとめが行われたものを踏まえて、この１月からエネルギーミック

スの議論、この小委員会の設置を進めてきたというところでございます。 

エネルギーミックスに関しましては、その後国民からの意見募集などを経て、正式にはこの

７月16日に決定をいたしたということでございます。この中で原子力に関しましてはミックスの

議論と並行しまして、廃炉を円滑に進めるための会計関連制度の措置ですとか、それから最終処

分法に基づく基本方針の改訂といった議論が行われてまいりました。それ以外の小委員会に関し

ましてもミックス等の議論と並行して、またそれを踏まえて、取りまとめ議論の整理等行われて

いますので、本日はそこのところをご報告申し上げ、また願えればと思っております。 

それから、資料２でございます。長期エネルギー需給見通しに関してでございます。めくっ

ていただきまして、１ページ目にエネルギーミックスの位置付けとございます。基本計画を踏ま

えまして将来のエネルギー需給構造の見通しであり、あるべき姿を示すものということでござい

ますが。先ほど申し上げましたとおり、この１月に長期エネルギー需給見通し小委員会を設置を

して議論を進めてきたということでございます。これと並行しまして、電源ごとの発電コストに
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つきましては、山地先生に座長を務めていただきました、発電コスト検証ワーキンググループも

ございました。 

３ページ目はその後の検討経緯ということでございます。 

４ページ目はエネルギーミックス策定の基本方針でございます。枠の中にありますとおり、

安全性、安定供給、経済効率性及び環境適合に関する施策目標を同時に達成する中で、徹底した

省エネルギー、再生可能エネルギーの導入や火力発電の効率化などを進めつつ、原発依存度を可

能な限り低減するということでありますが。 

具体的な政策目標としましては、安全性が大前提ということでありますが、自給率について

はおおむね25％程度、電力コストについては現状よりも引き下げる、温室効果ガス排出量につい

ては欧米に遜色ない削減目標を掲げるとしたわけでございまして。それ以降、この目標を実現す

るための具体的な数値ということで数値をお示ししておりますが。 

まず５ページ目、エネルギー需要、一次エネルギー供給に関しましてですが、エネルギー需

要に関しては経済成長のもとで一定の需要の伸びがある一方で、徹底した省エネ、ここでは

5,030万ｋＬ程度を行うという見込みのもとで最終エネルギー消費３億2,600万ｋＬ程度といたし

た次第でございます。 

それから右側に一次エネルギー供給の内訳ございますけれども、ここにありますとおり、再

エネ、原子力、その他ということで自給率については24.3%程度を掲げているということであり

ます。 

６ページ目は電力の需要・電源構成であります。電力に関しましても徹底した省エネ、節電

を行うと、これが17％ございまして、そのもとで電源構成としては右側、再エネ22～24、原子力

22～20、ＬＮＧ27％、石炭26、石油3％と、再エネの内訳についてはその更に右側に細かく示し

たとおり出させていただいたということでございます。 

７ページ目は省エネルギー対策でございます。5,030万ｋＬ程度と申し上げましたが、各分野

ごとの省エネ量書いておりますが、今回は特に業務、それから家庭部門で比較的多い量の省エネ

を掲げておりまして、エネルギーマネジメントといったところがかぎになってくると考えており

ます。 

８ページ目は再生可能エネルギーに関してでございます。今回の議論におきましては各電源

の個性に合わせた導入といった議論がかぎであったと思います。この図にありますとおり、自然

条件によらず安定的な運用が可能な再エネ、地熱・水力・バイオマスといったものと、天候によ

って出力が変動する太陽光、風力といったものを分けまして、それらによってどのような電源の

置き換えがあり得るかといった整理をしたということでございます。 
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次のページに具体的なその導入に至る考え方を示しておりますが、地熱・水力・バイオマス、

この安定的なものに関しては環境面や立地面、燃料供給面での制約を踏まえつつ実現可能な最大

限まで導入するということ、それから変動再エネ、風力・太陽光に関しては国民負担の抑制との

バランスを踏まえつつコストの負担が共有可能な範囲で最大限導入するということで。 

このページ右側にあります電力コストの推移のイメージでございますが、2013年度から何と

か電力コストを現状よりも引き下げるということで、ＦＩＴの買取費用最大で４兆円程度とこれ

を上限としつつどれだけ入るのかという整理をしたということでございました。 

それから、10ページ目は原発依存度低減でございます。省エネによる節電で17％、再エネに

おいては安定再エネの地熱・水力・バイオマスでどれだけ稼げるか、ここにありますとおり531

ｋＷ／ｈ程度と数字を掲げております。あと火力の効率化、石炭火力の発電効率の向上によりま

して169億ｋＷ程度を稼いだ上でそれを原子力発電の低減に当てると、結論として20％～22％の

比率にしたということでございました。 

11ページ目は約束草案、温暖化対策に関してでありますが、今のエネルギーミックス踏まえ

まして、ここにあります2013年比で26％、2005年比で25.4％の削減といったものを約束草案とし

て提出することに至ったということでございます。 

それから並行して議論を行いました発電コストの試算結果でございます。12ページ目、13ペ

ージ目でございますが。12ページ目、細かく申し上げませんが、原子力につきましてやはりさま

ざまなご議論ございました。ここでは追加安全対策の費用、それから廃炉賠償費用といったもの

がどれだけふえるのかと、そうしたことに関して感度分析をした結果なども載せております。 

それから最後のページ、将来においては再生可能エネルギーのコストが下がっていくだろう

ということでそうした試算もお示ししております。一方で、この下にありますとおり、変動電源、

太陽光・風力の導入に伴って調整費用の方もそれなりにかかってくるといったところも合わせて

お示しをしたというところでございます。 

非常に簡単ですけれども、私からは以上でございます。 

○坂根分科会長 

それでは続きまして、資料３、電力・ガス・熱システム改革について、多田電力・ガス事業

部長よりご説明をお願いします。 

○多田（電力・ガス事業部長） 

 それでは、資料３に基づきましてご説明申し上げたいと思います。時間も限られておりますの

でポイントのみご説明してまいりたいと思います。 

ページめくっていただきまして、１ページでございます。大きな絵がかいてございますけれ
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ども、全体として私ども今回は電力・ガス・熱という従来は地域独占でありました部分につきま

して小売り分野の参入規制を撤廃するということ、これを市場の垣根を撤廃するというふうに申

し上げておりますが、これを一体的に進めるということを中心に考えてまいりました。そしてそ

れによって何を実現するかということでございますけれども、当然需要家の利益を高めるという

ことでございまして、競争によるコスト低廉化、そして消費者の利便性の向上、これは選択肢の

拡大という面もあろうかと思っております。その上で、これを国内の市場のパイの奪い合いとい

うことに終わらせることなく、海外の市場の開拓、獲得といったことも視野に入れながら総合エ

ネルギー企業化といったようなことも視野に入れているわけでございます。 

その際に、この絵の一番下をごらんいただきますと、異分野からの参画というふうに記させ

ていただいております、これまでエネルギーの供給の担い手であった既存の事業者の方々にこれ

までの知見、経験を大きく発揮していただきたいことはもちろんでございますけれども、こちら

にございますようなＩＴ分野、あるいは自動車分野、さらには同じエネルギー業界ではあります

が石油、ＬＰガスといった規制のなかった事業、こういった方々にも参画をいただいて全体とし

てパイを広げていくと。ある意味では成長戦略の大きなエンジンとしてこのエネルギーの一体改

革というのを位置付けて取り組んでいるところでございます。 

２ページ目ごらんいただきたいと思います。こちらで全体像、スケジュールとともにお示し

をしております。電力につきましては、既に第一段階、第二段階というものについでは法律が手

当をされておりまして、今回の通常国会で手当てをいたしましたのは残りの部分について一体的

に定めたものでございます。電力については第１弾、第２弾に続きまして、今回2020年、東京オ

リンピック・パラリンピックの年の４月の１日に、第三段階、送配電部門の法的分離を行うとい

うことを決めさせていただきました。あわせまして、都市ガスについてガスの小売りの全面自由

化、これを2017年をめどに行うということ。そして、法的分離、これは大手３社に限るわけでご

ざいますが、2022年の４月の１日に行う。熱供給につきましては来年をめどにしまして自由化を

行うといったような各分野のスケジュールを記したわけであります。 

非常に大がかりな改革でございまして、私ども万が一にもエネルギーの安定供給に混乱を招

くようなことがあってはならないと、こういう信念のもとに段階的な改革というものをこのよう

に位置付けさせていただいているわけでございます。一番下にあります規制組織、これも改革の

成否を決める大事な組織でございますが、来月、９月１日に立ち上げる準備を進めているところ

でございます。 

ページをめくっていただきまして、３ページからは各論になります。簡単にいきますけれど

も。電気の第１弾では広域的運営推進機関、震災時の経験を踏まえましてこれをつくることを決
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め、既にこの４月１日に全電気事業者、現時点で700社を超えておりますが、これが会員となる

形で認可法人として創設をされております。 

下の①にございますけれども、需給ひっ迫時において融通の指示等を行っていただくわけで

ありますが、現在は東西のＦＣの増強でありますとか、東北－東京間の地域間連系線の整備、こ

うしたことについても具体的に取組を進めているところでございます。 

第２弾、次のページでございますが、小売りの全面自由化でございます。来年の４月１日か

ら実施をすることにしております。この全面自由化にあわせましてライセンス制を導入しており

まして、右下の方をごらんいただきますと、これまで一体的にやっていたものを発電事業は届出

制、送配電については許可制、小売電気事業については登録制と、こういった各ライセンス制を

導入させていただきました。ちなみにこの小売電気事業、登録制はこの８月３日から事前登録が

始まっておりまして、昨日までに47の事業者の申請が出されているところでございます。 

次のページにいきます。第３弾でございます。法的分離によります送配電部門の中立化でご

ざいます。競争促進をするに当たりまして、ネットワーク部門、電気の場合であればこの送配電

部門、ここを公平・平等にお使いいただくということが非常に重要なわけでございまして、これ

をどういう手法で実現するかということで、私どもは中立性の確保ということと、それから安定

供給の確保、このバランスをとるという意味で、会計分離では足らない、他方所有権分離では安

定供給に支障が生ずるかもしれないということで、結論的に法的分離という手段を選んだところ

でございます。加えまして、安定供給との関係でまいりますと、欧米では全面自由化と同時にこ

の発送電分離を行う場合が多いわけでございますが、一定のタイムラグを置いて万全を期すと、

こういった考え方をとっているわけでございます。 

６ページ、個別にはご紹介いたしませんけれども、冒頭に申し上げましたように安定供給の

確保ということを重要なこれらの使命として考えてございます。全てを市場原理に任せるわけで

はない。全面自由化という言葉を使っておりますが、小売りの全面自由化というわけでございま

して、全てを任せるわけではないということで、この安定供給に必要なことについては国として

しっかり関与していくということでございます。こちらにあるような措置が全て盛り込まれてい

るということでございます。 

次のページにまいります。７ページでございますが、こちら消費者の保護ということ、ご家

庭を含めた全ての方々が自由化の対象になるということで、トラブルを解消したいということで

ございまして、先ほど申し上げましたように登録制をひいているわけでございますが、あわせて

この説明義務でございますとか書面交付義務といったような義務付け、あわせまして監視等委員

会、こちらがしっかりと取引を監視し、何かあれば業務改善命令の発動等々、最終的には登録の
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取消しも含めて措置を講ずると、こういった措置を組み合わせているところでございます。 

８ページ、ガスに移ります。都市ガス、電力とネットワーク事業という共通性を持つ事業で

はございますけれども、他方で電力とガスの違いもあるわけでございまして、今回このガスシス

テム改革を考えるに当たりまして、共通する部分は共通する、違う部分は違うということで組み

立てております。 

違いを特にご紹介させていただきたいと思いますが。まずは次のページを絵でごらんいただ

きますと、電力と違ってガスの場合にはパイプラインというインフラが十分備わっていないとい

う状況でございますし、ＬＮＧの基地も限られているとこういった状況になっております。こう

したインフラがまだ未整備であるということに着目いたしまして、第２の柱でガス導管網の整備

の促進というものを位置付けておりまして、相互接続を促すような制度を創設すると。あるいは

その上に第１の柱の最後にありますが、LNG基地の第三者利用を促進するルールを法制化する、

こういった手当をしております。 

また、エネルギー間で既に競合があると、こういったこともございます。電気ＬＰＧとの競

合があるということで、電力とは違いまして第１の柱の１行目にございます、経過措置につきま

しては全て一律に経過措置ということではございませんで、競争が不十分な地域に限って経過措

置を行う、こういった手当をしているところでございます。さらには200を超える事業者が全国

に存在するというのがガスの特徴でございますが、そのうちの大半が中小事業者でございます。

こうした点に着目いたしまして、第４の柱、法的分離につきましてはその対象を大手３社に限る、

こういった工夫をしております。 

インフラ整備についてもう１点だけ申し上げますと、広域機関というものはこのガスについ

ては存在しないと、こういったことになってございます。 

最後に、消費者の方々からは特に法案への不安感、関心が強いところでございまして、この

点につきましては第３の柱で２つ目にございますが、小口の事業家保有のガス管点検、ここを含

めまして導管事業者が一括して実施する。こういったことを定めているところでございます。 

最後に、熱供給でございます。10ページをごらんいただきたいと思います。こちらにつきま

しては右下をごらんいただきますように、非常に限られた事業者数、そして需要家数という形で

やっておりますが、熱というのは２次エネルギーで非常に重要な分野でございます。この分野に

ついてもあわせて自由化を進めるということで措置をさせていただいておりまして、需要家保護

の措置を万全としながら行う。これは事業者数が少ないといったことも含めまして来年から実施

すると、こういったことにしております。 

最後のページに監視等委員会の設立について書いてございます。冒頭に申し上げましたとお
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り、このシステム改革の成否のかぎを握る大事な組織でございます。既に５名の委員については

内定し、発表させていただいておりますが、特徴といたしましては専門性、そして独立性という

点でございます。こちらにつきまして来月９月１日に立ち上げるという準備を進めていることを

ご紹介して私からの説明を終わらせていただきます。 

○坂根分科会長 

 それでは続きまして、資料４、原子力小委員会の検討状況につきまして、原子力小委員会の安

井委員長よりご説明をお願いします。 

○安井原子力小委員長 

 資料４をごらんくださいませ。手短にご説明申し上げます。 

めくっていただきまして１ページでございますけれども、小委員会についての説明の文書で

ございますが、基本的にはエネルギー基本計画の方針に基づいて検討しているということでござ

います。上の四角にございますように、26年６月から半月に１回くらいの検討を行いまして、そ

れで同年12月に中間的な整理というのを行ったということでございます。その後６月に進捗状況

を報告いたしますと同時に、ここでは新たな原子力事業環境整備検討専門ワーキンググループと

いうものを設置をしたということでございます。 

２ページ目をごらんいただきたいと思いますけれども、中間整理の復習でございますけれど

も、以下の４項目につきまして整理をしています。１番目、原発の依存度低減の達成ということ

でございます。そのためにはやはり廃炉というのが一つのキーワードになるということでござい

ます。 

２番目、その原子力の自主的安全性の向上とそれから技術・人材の維持・発展ということで

ございまして、やはり人の問題、どういうふうに考えるかというのは非常に重要だということで

ございまして、これは継続的に審議を続けておるというものでございます。 

３番目、競争環境下における原子力事業の在り方ということでございまして、電力自由化を

行いつつも、エネルギーミックスをいかに達成するかといったようなことを議論させていただく

ということでございます。特に事業者の財務・会計面のリスクを合理的な範囲内におさめるとい

った措置を主として考えているとともに、核燃料サイクルについての議論をしているといった形

でございます。 

それから４番目、使用済み核燃料の問題でございますけれども、これをどのように取り組ん

でいくか、官民の役割分担、その他難しい問題をご議論いただいているというわけでございます。 

３ページ目にいかせていただきますが、それぞれの分野の議論の進捗の状況でございますけ

れども、まず一番上でございますが、小委員会ではとても専門性がそれぞれにございますので議
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論できませんで、ワーキンググループにタスクアウトをさせていただいております。一番最初の

ものが廃炉に係る会計制度検証ワーキンググループでございまして、山内座長にお願いをしてお

りますが、本年の３月に会計・料金制度を決める省令の改正につながったということでございま

して、報告されておることでございます。 

２番目の○でございますけれども、核燃料サイクル事業に係る措置としましては、新たに本

年の６月に原子力小委員会のもとに原子力事業環境整備検討ワーキンググループ、また山内座長

をお願いしているわけですけれども、これまで２回の改正を行われているということでございま

す。それから次の丸でございますが、これは昨年の９月からこのワーキンググループ、自主的安

全性の向上・技術・人材ワーキンググループというのを山口座長にお願いしておりますが、これ

は実をいうとその前の年からやられているものの継続でございまして、一番長くやっているワー

キンググループということになるかと思います。 

それから４ページ目に移りますけれど、高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取り組み

ということでございまして、これは放射性廃棄物ワーキンググループ、増田座長にご検討いただ

いておりますけれども、その最終処分法に基づく基本方針の改訂であるとか、そういった国が前

面に立って科学的有望地を提示するといったような形の結論になっているということは御存じの

とおりかと思います。 

それから、４ページ目の一番下でございますけれど、科学的有望地の要件基準等に関しまし

てはより専門的栃山座長におきまして放射性廃棄物ワーキンググループ及び地層処分技術ワーキ

ンググループというものが今動いているということでございます。 

原子力小委員会はこのワーキンググループからの決定をこちらで再審査をして追認をすると

いう形をとっておりませんで、ワーキンググループの決定をもって動けるというそういう方針で

動いておる次第でございますので、詳細につきましてご質問がある場合には事務局からの回答と

させていただきたいと思います。 

以上でございます。 

○坂根分科会長 

 ありがとうございました。 

それでは、続きまして資料５、資源・燃料分科会の報告につきまして、資源・燃料分科会の

菊川分科会長よりご説明お願いします。 

○橘川委員 

それでは、資料５に基づいて説明させていただきます。 

エネルギー需給の長期見通しの小委員会では主として原子力と再生エネルギーの議論の時間
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が多かったと思いますが、でき上がりましたミックス見ますとわかりますように、電源について

言いますと過半の56％が火力発電、それから１次エネルギーに関して言いますと全体の４分の３

を上回る76％が化石燃料ということになっていまして、引き続きこの部分が非常に重要な意味が

あると思いますので、そこのところを検討してきた分科会の報告ということになります。 

１ページ目をおめくりください。分科会のもとに２つの小委員会がありまして、一つは石

油・天然ガス小委員会、これは石油をＬＰガスと天然ガスを扱っております。１次エネルギーの

ミックで言いますと石油が約30％、LPガスが3％、天然ガスが約18％ということになっておりま

す。その中で、そこの真ん中に、字が多くて申しわけないのですが真ん中に書いてありますよう

に、海外からのエネルギー資源供給の不確実性への対応、これはＪＯＧＭＥＣを使って引き続き

日の丸油田・ガス田の開発ということで、アブダビ等で既に成果も上がっています。対象を南北

アメリカ、あるいはロシアにも広げて頑張っているというところであります。 

それから、２番目の真ん中のところ、災害時に備えたエネルギーの需給体制の確保というの

がある意味で新しい特徴でありまして、３．１１前はやはり上流の開発と備蓄というのが安定供

給の柱だったわけですけれども、それはいわば外なる安定供給みたいな話でありまして、内なる

安定供給をどういうふうに確保していくかということでこの間非常に力を入れたところでありま

す。 

具体的に言いますと、石油の元売各社が指定公共機関という形で指定されました。それから、

石油サプライチェーン全体にわたってＢＣＰの全面的な再検討、再構築を行い、そして自衛隊と

の間で９回くらいにわたりまして民間との合同のオペレーションなどを行ったということが中心

的な内容になるかと思います。 

それから、右側の緑のエネルギー事業基盤の再構築ということです。これはエネルギー供給

高度化法に基づきます算定基準を途中で改定して運用しています。そのもとで具体的に言います

と、千葉での東燃ゼネラルとコスモ石油、あるいは四日市でのコスモ石油と昭和四日市石油のリ

バイナリーのある程度の統合みたいなものが進んでいます。そして、直接この法律とは関係あり

ませんが、民間ベースでも既に報道されましたように、出光興産と昭和シェルとの経営統合の方

向というのが具体的に動き出すというようなことになっています。 

一方、ＬＰガスのガスもガスの自由化に伴いましてガス市場に参入することを含めまして、

いろいろ活発な議論が展開されました。場合によっては民間備蓄の軽減などということも考えら

れると。ただし、その条件には供給源を多様化するということと、それから小売価格を下げると

いうこの２つが条件になっているわけですけれども、供給源の多様化の方では、天然ガスと違い

まして既におととしからモントベルビューベースのシェールＬＰガスが日本に輸入されています。
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それを受けましてCIF価格及び卸売価格がかなり下がってきているという成果が上がっています。

一方で、にも関わらず小売価格のほうが必ずしも下がっていなくて高止まりしているということ

でありまして、業界が販売指針の改定等を行いまして、若干の効果は上がっていますが、そこの

ところに問題があるということで、今後その料金の透明化等々含めて議論を詰めていかなければ

いけないということが審議のポイントとなりました。 

２ページ目おめくりください。次は石炭ということになります。こちらは１次エネルギーミ

ックスでいきますと25％ということになります。電源では26％ということになります。ここでは

安定的な供給確保、石炭需要の推進、低炭素技術の海外展開というのが柱になりますが、中でも

ここは非常にクリティカルな問題が生じていまして、アメリカのオバマ政権あるいはイギリスあ

たりが、石炭火力絡みの公的輸出信用の取扱いに対してそれを抑制するような議論が出始めてい

ます。これは地球温暖化対策の点から考えて日本のクリーンコールテクノロジーを海外に輸出す

ることによって年間排出量以上のＣＯ２の削減が可能であるというような道を閉ざすことになり

かねませんので、その問題について活発な国際的な議論を行っているというところが一つのポイ

ントかと思います。 

次に３ページ目にいきまして、鉱物資源ということになります。鉱物資源ではそこに書いて

ありますように、鉱種ごとにかなりサプライチェーン全体を見渡した戦略的な安定供給確保策を

決めたということと、非鉄事業者の事業環境の整備、この２つが中心になっていますが、資源ナ

ショナリズムとの関係で、一つはＷＴＯの枠組みを使うと。これは中国の対レアアースの問題な

どに対してもある意味で効果を上げました。一方で、インドネシア、フィリピン等の鉱業法の改

正などという問題もありますので、このＷＴＯでどう対応していくのかというのが一つの柱にな

ると思います。 

もう一つは、この分野でも環境の面から日本が国際的に貢献できる面があるのではないかと。

鉱物資源の開発に硫酸をぶっかけて山を開くなんていうような開発をしているケースがあるわけ

でありまして、それに対して日本がもうちょっと環境保全をしながら鉱業資源を開発していくと

いうところで国際的貢献があるのではないかというような方向が新しく打ち出されたということ

であります。 

最後に４ページですけれども、この間こういう議論をしていく中で、やはりエネルギーセキ

ュリティの問題を国際的に見えやすくする必要があるということで、資源・燃料部の方々が頑張

られまして新しくエネルギーリスク評価指標というものを開発されました。これは一応国ごとに

なっていますが、それぞれエネルギーの種類がどれくらい多様化しているか、供給源がどれくら

い多様化しているか等々のことを試算化した数字で、高い数字ほどリスクが大きいということに
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なって、見ていただくとわかりますが、日本は韓国と並んで非常に高いと、一方で資源輸入国で

あります中国なんか非常に低いとこういうような差が出てきますので、これを見ながらこれから

のエネルギー政策をどう打っていくかということが大事だと思います。これは国ごとだけではな

くて、各社レベルでもこういう指標はつくることが可能かと思いますので、今後の展開、特にア

メリカ政府がこのインデックスに非常に注目しているというような事情もありますので、今後の

国際的な展開がポイントになるかと思います。 

以上です。 

○坂根分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、続いて資料６、省エネルギー小委員会の検討状況につきまして、省エネルギー小

委員会の中上委員長よりご説明をお願いいたします。 

○中上委員 

それでは、資料に沿ってご説明していきたいと思います。 

１ページ目は小委員会の構成でございますので、私を含めて15名で検討を続けてまいりまし

た。 

２ページ目を開いていただきますとその具体的な内容が書かれております。ここもほかの小

委員会同様、2014年６月以降ほぼ月に１回強のペースで審議をちょうだいいたしまして、通算し

ますと14回のご審議を終えて、つい先日の８月４日に取りまとめ案をご審議ちょうだいし、今最

終的な修文等含めて調整していただいておりまして、報告書は間もなくお手元に届くかと思いま

す。 

検討の背景といたしましては、いつの時代もそうでございますけれども、省エネルギーに対

する期待は非常に大きなものがございまして、この数字を積み上げるに当たって多方面に非常に

ご苦労をちょうだいしたことはこの場を借りてお礼申し上げたいと思います。ご報告ありました

ように、5,030万ｋＬという非常に大きな数字でございまして、省エネ量にしまして13％でござ

います。13％という数字はなかなかイメージしづらいかもしれませんけれども、8日に１回みん

ながエネルギーを使うのをやめると達成できるということでございますから、これは大変な量に

間違いないわけです。これでも足りないというご指摘もありますし、一方、こんなにできるのか

というご指摘もありまして、板ばさみにあって非常に苦労しております。両方とも私は正しいと

思います。 

そういったことを含めまして主な具体的な方策がそこに３つほど部門別に書いてございます。

先ほどのご説明にもございましたように、これまではほぼこの３部門が３分の１ずつぐらいのシ
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ェアで省エネ目標をつくり上げてそれの達成を目指してきたわけでございますが、今回は民生部

門が全体の半分ぐらいを省エネ量を占めておりまして、いかに民生部門に対する省エネの要望が

大きいかということになるわけでございます。ここが実は非常に厄介でございまして。非常に小

規模なユーザーがいっぱいいるわけで、我々一人一人もそうでございますけれども。したがいま

して、産業部門のように大口の省エネ部門に省エネ量をお願いしたらかなりな精度で達成できる

というふうなものではございません。そういった意味で今回の5,000万ｋＬの中身は従来の量と

ほぼ変わらない量ではありましたけれども、その実行には大変大きな努力が必要とされるという

ことになろうかと思います。 

例えば３部門ではこれまでなかなか具体的な対策が難しかった中小企業に対してどういうふ

うなアプローチをして実際に実効を上げていくかという問題。量的にはそんなに大きくないわけ

でございますけれども、いよいよこの部分まで拾わなければいけないという時代に入ってきてい

る。 

民生部門におきましては住宅・ビルの省エネ性能向上につきまして、これはご案内のとおり

省エネ基準の適合の義務化が法制化されまして、昨日国土交通省と経産省で合同の審議会が開か

れて、再来年の実施に向けてかなりなピッチで審議を進めていただいて実行に移すということに

なっているところでございます。 

それから、省エネ意識の向上を一段と強化するために、業務部門におけるベンチマーク、ベ

ンチマークというのは何かと言いますと、ある意味で目標値ですね。同種の業種であればトップ

ランナーに近いエネルギー消費原単位を持っている業種の方を目標にして、その業種一体となっ

て省エネを進めていくと、こういう制度でございます。これを業務部門に拡大してやっていこう。

産業部門では一部着手しておりますが、これを業務部門に広げていこうという審議を続けていた

だいております。 

それから、更なる省エネの前進で、ネット・ゼロ・エネルギー化、これは次のページにも出

てまいりますけれども、ＺＥＢ／ＺＥＨと通称言われる省エネ政策でございまして、ゼロエネル

ギービルディング、ゼロエネルギーハウスということですが、それをネットでゼロエネルギービ

ルにしていこうというこういう行動を加速しようということで、今これを検討中でございます。 

運輸部門につきましてはこれまでの単体ベースから要するにソフト対策を強化する。これは

ＩＴ技術の活用をこの分野にも積極的に取り込んでいこうということ、これは関係省庁の方々に

も大変ご尽力賜りまして、今までにはない新しい省エネ政策として盛り込んだものでございます。 

次に３ページにいっていただきたいと思いますが。しかし、いかにしてこれを実行するかと

いうことが問題でありまして、それに対して実は並行していろいろなワーキングあるいは作業部
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会を進めていただいております。それがごく一部はここに書いてあるわけでございますが。例え

ば工場、事業所に係る措置としましては、火力発電に係る判断基準のワーキンググループ、これ

は最後のページに委員会の構成等書いてございますけれども、これが７月17日からスタートして

おります。また、工場等の判断基準のワーキンググループで、先ほど申し上げましたベンチマー

ク等含めて、これも７月21日から審議をスタートしていただいております。 

２番目にトップランナー、世界に冠たる我が国の省エネ制度の一つでございますけれども、

これにつきましても更なる深堀り、あるいはカバレッジを広げていくという作業を、業務用冷蔵

庫、ショーケース、あるいは電気冷蔵庫等の判断基準、自動車判断基準等のワーキンググループ

で現在審議を進めていただいているところでございます。 

続きまして、建築物のエネルギーの消費性能の向上に関しましては、ただいま申し上げまし

たとおり関係省庁と協力して具体化に向けての突っ込んだ審議をきのうからスタートしたところ

でございます。 

４番目が先ほど申し上げましたＺＥＢ／ＺＥＨでございまして、ＺＥＢ／ＺＥＨと書いてネ

ットと読ませるところが苦しいところでありますけれども、欧米に行きますと前にＮがついてお

りまして、ＮＸＥＢ、ＮＺＥＨとなるんですけれども、ネットと読むんですかと聞いたら、ニア

リーと読むという国もあそうでありまして、Ｎの解釈はいろいろあるようでございますけれども。

我が国ではネット・ゼロ・エネルギーというふうに読むことになっておりますので、ＺＥＢ／Ｚ

ＥＨが出てきたらとりあえずネットをつけて読んでいただきたいと思います。これにつきまして

はロードマップをそれぞれビル、住宅について審議を進めているところでございます。間もなく

まとまるのではないかと思います。 

それから５番目、これは委員会の途中でも審議がございましたけれども、地方自治体の方々

も省エネに対して更に積極的に関与したいというご意向もあるようでございますので、これにつ

きましては具体的に全国知事会の関係者の方々含めて事務局のほうで検討を進めていただいてい

るところでございます。 

ここには書いてありませんけれども、これからの省エネというのは何でもやらなきゃいけな

いということで、最終的には消費者の行動をいかに省エネ型に変えていくかということになると

思いますけれども、ワーキングではございませんが、エネ庁としてはそういう消費者行動の変容

によってどの程度省エネが達成できるかというような調査も着手していただいているというふう

に聞いておりますので、多面的な形で審議が進んでいるというふうにご理解いただきたいと思い

ます。 

最後のページは先ほど申し上げました火力発電のワーキンググループでございますけれども、
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お隣に豊田さんいらっしゃいますが、豊田さんの先輩の生田元理事長さんが以前省エネルギーは

駆け込み寺だとおっしゃったのですけれども、最終的にみんなここに入ってくるわけでございま

す。駆け込み寺というのはある意味でも誰でも受け入れなきゃいけないんでしょうが、宗派が違

ったり宗教が違うのまで引き受けなきゃいけないのかという気がしなくもありません。これは個

人的な見解であります。小委員長の見解ではございませんで個人的な見解ですが。火力発電とい

うのは需要ではなくて供給側なので、本来は供給側でやっていただくべきじゃないか。聞いてお

りますと再生可能の部分も省エネで検討しなきゃいけないというふうな声も出ているように聞い

ておりますけれども、みんなここに持ってこられますともう省エネ部会は今でもパンク寸前でご

ざいまして、ぜひ体制含めてお考えいただきたい。 

以上でございます。ありがとうございました。 

○坂根分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、続いて資料７、新エネルギー小委員会の検討状況につきまして、藤木省エネルギ

ー・新エネルギー部長よりご説明をお願いします。 

○藤木省エネルギー・新エネルギー部長 

省エネ・新エネ部長の藤木でございます。資料７に基づきまして、新エネルギー小委員会の

検討状況をご報告させていただきます。 

表紙めくっていただきまして、右下のページ番号１でございます。新エネルギー小委員会の

構成についてでございます。山地委員長以下全16名の委員でご審議をお願いしているところでご

ざいます。 

次のページ２ページでございます。これまでの議論の経緯について簡単にまとめてございま

す。昨年平成26年６月に新エネルギー小委員会の設置を決めていただきまして、本年７月まで13

回の会議を開催していただいております。この13回の会議の中でさまざま事業者の方のヒアリン

グ含めていろいろな形でご討議いただいたわけでございますが、その中で大きなポイントとして

２点だけご報告させていただきます。 

一つは、真ん中あたりに書いてございますが、接続保留問題への対応ということでございま

す。ご記憶のとおり、昨年９月、九州電力管内で太陽光が急速に入ってきたということで接続保

留といったような事態が発生したわけでございます。その後九州以外の電力会社にもそういった

ような事態が発生したということでございまして、この新エネ小委の下に系統ワーキンググルー

プというのを設置いたしまして、どのぐらい接続可能なのかということについて検証を行うとと

もに、こういった接続保留ということを解除するためにどういったような対応が必要か、この新
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エネ小委で検討して対応策をまとめ、そして関係の省令等の改正を行って、接続保留の解除を行

ったと、こういうことでございます。 

また、３点目でございますが、エネルギーミックスの議論を踏まえた対応策の検討というこ

とでございます。再生可能エネルギーの導入の状況、コストについてご議論いただくとともに、

まさにこの接続保留問題でも問題になりましたけれども、国民負担が上昇していくという懸念、

あるいは系統制約が顕在化しているといったような問題が出ているということも踏まえながら、

どういったあるべき方向へ向かっていく、その方策がどういったものなのかということについて

検討を行ってきております。 

これまで13回のご議論、７月まで行っておりますが、現在その経過をまとめました議論の整

理というものを取りまとめ、公表する予定でございます。できれば８月中というふうに考えてい

るところでございます。 

次のページ３ページはその13回の審議経過でございます。 

それから、４ページに再生可能エネルギーの最大導入ということで、先ほど申し上げました

接続保留問題に対する対応策ということでまとめた対応策をこの４ページに１枚まとめさせてい

ただいております。中ほどございますが、電力会社における再エネ受入れ量の検証を徹底して行

ったということ。それから、対策パッケージといたしまして、例えばこれまで30日という日の単

位で出力制御を行うというものを時間単位で行えるようにする等々の制度の見直しを行ったこと。

さらに、右側でございますが、固定価格買取制度の運用を見直すということで、価格決定時点を

接続契約時に変えるといったような見直しも行っているところでございます。また、今後の検討

課題ということで、更なる系統の活用・増強といったようなことについても広域機関等々との連

携の中で実現していくべく検討するといった方向性が示されているところでございます。 

次のページ５ページは再生可能エネルギーの導入の課題ということでございます。左側の表

を見ていただきますと、固定価格買取制度導入以降大変急速に導入が進んでおります。一番下、

合計というところで見ていただきますと、固定価格買取制度前は全体で2,060万ｋＷだったもの

が、その後だけで2,011万ｋＷということでほぼ倍ということになってきているということでご

ざいます。一方で、その右側の認定容量とのギャップ、それからこの内訳で見ますと太陽光だけ

が伸びていてほかのやや時間のかかる風力、地熱といったようなあたりの導入とややスピードの

差が出てきていると、こういったような問題も指摘されているところでございます。 

また、右側、賦課金に関しましても入ってきているという中で順次負担が増大していってい

ると。こういったような中で国民負担を抑制しながらどう最大導入を図っていくのかということ

についてご検討いただいたところでございます。 
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最後のページ６ページでございますが、現在最終的な文言の調整を行っておりますが、この

新エネルギー小委員会を通じましてこういった大きく４点についてご議論いただいております。

こういった電源の特性等を踏まえてバランスのとれた形で再生可能エネルギーをどう導入拡大し

ていくのか。それから、２番目でございますが、その国民負担の抑制というテーマとどう両立し

ていくべきなのか。それから、３点目でございますが、長期安定の電力供給の一翼を担う低コス

トで自立した電源ということをどのように実現していくのか。それから、４番でございます、先

ほど出ておりましたけれども、広域的な系統利用システム・ルールの構築をどのようにしていく

のか。こういったようなことについてさまざまな多面的な観点からご議論いただき、一応論点の

整理をこの８月中にまとめて公表したいというふうに思っているところでございます。 

以上でございます。 

○坂根分科会長 

ただいまの説明にありましたけれども、新エネルギー小委員会において再生可能エネルギー

の導入促進に関わる議論がおおむね整理されまして、近々取りまとめられる予定になっておりま

す。再生可能エネルギーの導入促進につきましては先般取りまとめられましたエネルギーミック

スにおいても制度の見直しを行うことが掲げられましたけれども、今後の議論は新エネルギーの

みならずエネルギーミックス、電力システム改革等エネルギー政策全般に関わりますので、本基

本政策分科会の下に再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会を設置して、さらに検討

を深めることといたしたいと思っております。 

続きまして、資料８、今後のエネルギー政策の主要課題について、吉野資源エネルギー政策

統括調整官よりご説明をお願いします。 

○事務局（吉野資源エネルギー統括調整官） 

資料の説明最後になります、資料８でございます。 

概算要求のタイミングでもございますので、予算、税、制度の見直しといったところを打ち

出していくに当たりましても、ここにありますような今後のエネルギー政策の主要課題といった

整理の下で政策を検討、展開していくということでございます。 

まず、資料の上段左側、エネルギーミックスの決定ございましたので、このエネルギーミッ

クスをいかに実現をしていくかと。これまでの各委員会の報告もございましたけれども、省エネ

ルギーに関しましては今回の省エネの目標が石油危機後並みも大幅なエネルギー効率の改善を目

指すものということでございますので、それぞれ部門ごとにどのようにこれを進めていくのかと

いう課題でございます。 

それから、再生可能エネルギーに関しましては最大限の導入拡大を進めていくというわけで
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ありますけれども、国民負担の抑制とどう両立させていくかという課題。 

それから、原子力に関しましては安全性の確保、これが大前提でありますけれども、この中

で可能な限りの原発依存度の低減を図る一方で、原子力発電を利用していく上で競争環境下での

事業環境整備をいかに進めていくのかといった課題。 

化石エネルギーに関しましては低炭素化、低廉かつ安定的な資源の確保といったところが課

題というところでございます。 

それから右側、システム改革の実行でございます。産業競争力の強化ということで、付加価

値の高い効率的な産業構造の構築にいかに資することができるか。それから２つ目に、需要家利

益の向上ということで、需要家による価格やサービス面でのメリットの享受といったことを実現

していかなければならないと。さらには、海外市場の開拓でございます。総合エネルギー企業な

どが成長し、そうしたエネルギー産業の国際展開につながっていくということも大事かと思って

おります。 

それから、真ん中の廃炉・汚染水対策・福島復興でございます。汚染水対策に関しましては

その汚染水を「取り除く」「近づけない」「漏らさない」とこういった基本方針に基づいた対応

を引き続きしていくということ。それから、廃炉対策に関しましては「使用済燃料プールからの

燃料取り出し」、「燃料デブリ取り出し」といったものを、これもロードマップを定めておりま

すが、これに沿った着実な実施を進めていかなければならないということでございますそれから、

福島復興に関しましては、イノベーション・コースト構想の具体化、事業再建・自立に向けた支

援の加速といったところが課題というところでございます。 

それから、一番下でございます、国際関係でありますが、来年のＧ７日本開催を見すえまし

て、多国間・二国間での国際枠組みの活用、こういった取組を進めていくということでございま

すが。内容としては国際的なエネルギー協力の仕組みづくり、それから資源の権益確保、供給源

の多角化、それからインフラ輸出等を通じたエネルギー産業の国際展開というところでございま

す。 

この資料ではごく概略をお示ししておりますけれども、ここにおきまして足らざる視点、そ

れから項目ごとの施策の方向性などについて本日は委員の方々からのご意見を賜りたいというふ

うに考えております。 

以上でございます。 

○坂根分科会長 

それでは、報告事項は全て終わりました。 

以上、全ての内容につきまして約１時間フリーディスカッションをしたいと思っております。
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ご発言される方はネームプレートをお立ていただいて私から指名をさせていただきたいと思いま

す。どなたからでも結構でございます。 

どうぞ、志賀さん。 

○志賀委員 

ありがとうございます。久しぶりにこの委員会に出させていただいて全体の報告を受ける機

会が得られて。 

ちょうど私、この政策の委員になりましたのは2013年の春からでして、思い起こしますと、

ちょうど民主党政権下のエネルギー政策を安倍政権になって転換するところからずっとこの委員

会に出て、その中の議論をずっとその後聞いてきた中で、昨年エネルギーの基本政策をつくるこ

とができ、今回エネルギーミックス、更にいろいろな形でのエネルギー政策が比較的わかりやす

い形になってきたなということで、本当にこういう２年半のこの経緯でご努力された皆さん方に

本当に心から敬意を表したいなというように思うのですが。 

実際問題は、基本政策の中でも例えば安心安全を確保された原発については再開するんだと

いうことで基本政策にも入れていますし、今回川内の原発が動き出したわけですけれども。私は

この委員会にずっと出ていて、そして原子力の問題についてもいろいろ議論を聞く中で、それこ

そ例えば資源の供給リスク、化石燃料の供給リスクの問題であったり、セキュリティの問題であ

ったり、あるいは90％以上化石燃料で回している現状の環境問題、ＣＯ２の問題ですね。あるい

は通常2011年以前に比べたら３兆円超の国富が流出しているという問題等々本当にきめ細かくこ

の委員会の中で議論をされて、本当に安全安心が確保された原発の再開についてはやはり国とし

てやむを得ないことなのだろうということで、私もそういう委員会の中での議論を通じて十分に

理解ができたのですけれども。 

残念ながら、今回川内の原発が動き出したことについて、では同じような理解を国民の皆さ

ん方がしているかということについては、まだ私自身不安を感じているのですね。ですから、こ

れだけの議論を通じて自信を持ったエネルギー政策をつくってきて、そして実際に国会でも審議

されて実行に移されているわけですから、具体的にどうしたらいいのかはよくわからないのです

けれども、やはりしっかりとコミュニケーションしていくというのでしょうかね、政策をしっか

りと伝えていくというのが必要なのかな。何となく正直、感想で申し上げると、政策はつくって

実際どこかが原発を動かしてるみたいな感じの印象を持たざるを得なくて。やはり政策としてこ

ういう根拠で環境問題あるいは国の成長の問題、資源エネルギーのセキュリティの問題等々踏ま

えてこういう政策をとっているのだということをもう少し自信を持ってコミュニケーションされ

たらどうなのかなというように思う。 
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具体的な例として今回、鹿児島川内原発が動き出したわけですけれども、実は我々、日産自

動車は現在日本国内での生産をふやそうということで考えていますけれども、おかげさまでやは

り九州の電力が魅力的になりつつあるということで、九州での増産ということを実際問題、考え

ているわけです。こういう形で経済に貢献をするでしょうし、地方創生についてもメリットが出

てくるということで。やはりこういうことも含めてしっかりとコミュニケーションをしていかな

いと。 

せっかくの基本政策が、私は議論を踏まえた政策、正直申し上げましておべっかで言ってい

るわけじゃないですが、相当きめ細かく議論をしてきているなというのは正直、感じていますの

で、そういう点をどうすればいいのかよくわからないのですけれども、積極的な発言をされてい

けばいいんじゃないかというように思います。 

それからあと感想めいたことが実は２つあるのですけれども、一番最後の今後のエネルギー

政策の主要課題というところで足りないところがあればということでお話があったところで申し

上げますと、一つ私、ここの委員会の中でも余り議論をされていないですが、例えばメディアの

報道になると非常に大きく報道されてるのが水素でして、きょうの報告の中でも一切、水素のす

の字もないのですが、実際いろいろなところで報道されていたり、あるいは政治的な発言の中に

は水素が将来の日本を救うみたいな発言になっていて。報道というかコミュニケーションと実際

のところに何かあって、政治的な発言なのかよくわからないのですけれども、これできょうの発

言の中に水素のすの字もないのに何で水素社会が日本を救うのかというのは正直、私自身わから

ないところがあって。こういうところも余りきっちりとした政策に基づくコミュニケーションを

していかないと、また国民がわからなくなってしまうのかなと。 

それからもう一つは、ここの中でも盛んに過去議論されていた問題としては、やはり再生可

能エネルギーの中で確かにベースロード電源としては使いづらいというところはあるのですが、

やはり私はまだためるという、自然エネルギーをためていくというところ、これは技術的なイノ

ベーションも含めてやはり太陽のエネルギーを、電気をためるというところはチャレンジできる

のではないのかなと。そういう意味で水素というのは一つあるのかもわかりませんが。そういう

ところがもう少し、特に大きなメガソーラーのエネルギーを電池にためるというのは現実的では

ないかも知れませんけれども、１戸づつの住宅の電気を太陽光をためてそして自宅でつくるとい

う、極めて小規模の地産地消というのはもう徐々に現実的になりつつあるわけで、そういう視点

を、きょうためるという話は一切なかったものですから、もう少しここも入れていただければな

とそのように思います。 

以上です。 
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○坂根分科会長 

それでは、寺島さん、西川さんの順番でお願いします。 

○寺島委員 

昨年の４月にこの基本的な計画を取りまとめて１年４カ月が経っているわけですけれども、

私はその１年４カ月の間の経年変化を視界に入れながら発言したいんですけれども。この１年４

カ月の間に世界のエネルギー情勢というのは大きくダイナミックに変わってるというか、それを

どうやって付加価値として、現在の案を否定するとかいう意味ではなくて、付加価値としてどう

取り組むのかという意味で申し上げるわけですけれども。 

来週27、28日にミュンヘンで経産省が主催する形の中東協力会議が行われます。私それに向

けて世界のエネルギー情勢をもう一回整理してみてレポートを今まとめつつあるところなんです

けれども。気になることを、まずこの１年間の大きな日本のエネルギー戦略にインパクトを与え

る変化ですね。一つは、御存じの原油安です。昨年のＷＴＩの平均が93.2ドルだったんだけれど

も、これがほぼ50ドルのところまで下がってきてると。それが日本にとっては暁光のようなイン

パクトを与えてるようなんだけれども、為替を円安に反転させてるもんだから円建てベースでの

原油入着価格に果たしてどれだけの効用とインパクトがあるのかはわからないというまだ情勢で

すけれども。この原油安がどういう構造でどれくらい続いてどういうふうな展開になるのかとい

うことに対するやはり認識、評価というのはこれはエネルギー戦略上ものすごく重要だと思いま

す。まず１点目です。 

２点目が日本のエネルギーソースの多角化なのですけれども、昨年の日本のエネルギーソー

スの中で驚くべき変化が起こってるのはロシア依存なんだね。Ｇ７があれだけロシア制裁に踏み

込んでるにも関わらず、日本の化石燃料におけるロシアへの依存はほぼ10％まできたと。これが

今動いてるプロジェクトだけでも積み上げると５年以内に２割になるんじゃないかなと我々は推

計してますけれども。中東がこれだけ不安定化を増す中でエネルギー安全保障の中で対ロシア依

存という、つまりエネルギー外交上のテーマが明らかに見えてきてるというか。これがまず変化

ですね。 

それから、認識として２点申し上げたいんですけれども、課題ですね。私はまず既に主要課

題にも整理されていますけれども、もう一歩踏み込んで言うならば、日本にはいまだに体系的、

総合的な原子力政策がないと。しつこいほど言い続けていますけれども、福島を踏まえて、特に

ＩＡＥＡをにらんで、今回はまたＩＡＥＡに回り込んできますけれども、原子力はいわゆる軍事

における核という問題と平和利用における原発という問題とを両にらみしてるわけですけれども、

日本のような場合、より国家が責任を持った体制に原子力をやるなら、先ほどのご発言にも出て
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いたある国民の不安というのは電力会社にどこまで任せて国策民営でやるのかという根底的な問

題に関してやはり一つの方向感をそろそろ示すときじゃないのかと。廃炉にするにも除染、汚染

水の処理でも国家が責任を持ってやるという体系を見せない限り、電力会社頑張ってくださいみ

たいな話では済まないというか、原子力技術者の集約統合、それから原子力ディビジョンの国家

が責任を持つ体制への移行、そういうものをしっかり見せながら原子力の技術基盤を残して、比

較という議論の最前線に出ていくというのでなければＩＡＥＡにおける日本の構えはものすごく

難しくなるというか。自分の国の原子力に関しては限りなく依存しない方向を目指そうと、だけ

れども、日米原子力協定の改定も迫ってるし、共同体は残して海外には原子力を売り込もうと。

つまり外から見てると非常に不安感を感ずる原子力戦略に見えるんですね。 

ですから、そういう面で何が言いたいかというと、原子力政策実はあるようで体系的じゃな

いと。それを一歩踏み込んだ段階に議論するのがこの事業環境整備だけではすまない議論がある

んじゃないかというのがポイントです。 

それから、再生可能エネルギーはまさにフィードインタリフの整合性ですね。このあたりの

ことをしっかり見せないと、今エネルギーの分野で最も金儲けしたければ日本に行って再生可能

エネルギーやればいいというのが国際社会のジョークになってるような話じゃまずいというか、

まさにその整合性が問われてるんだと。ここはもう課題として明確になってます。 

それから、最後の１点です。今後の視界展望の中でこの視点が付加価値として必要だなと思

うのがビッグデータなんですね。要するに今アメリカ動くと嫌でも聞かされる例のＩｏＴという

やつですね。インターネットオブシングスであらゆる局面にネットワーク情報技術革命にインパ

クトが来ると。事実グーグル、アマゾン、ＧＥなんかの経営戦略にまさにこのビッグデータをて

こにした新たな産業の効率化みたいなプロジェクトがアメリカの経済の躍動感を高めてきている

と。そういうことを考えたら、来年日本はマイナンバーも入ってきますし、ビッグデータ時代に

省エネの議論とものすごく絡みます。ビッグデータ時代にエネルギーにどういうインパクトがあ

るのかということをしっかり描ききるということが次のステージでどうしても必要になってくる

のではないのかと。 

以上です。 

○坂根分科会長 

それでは、西川さんお願いします。 

○西川委員 

３点申し上げたいと思います。一つは簡単なお話なんですが、先ほどの資料３、電力・ガ

ス・熱システム改革についての中で、９ページでありますけれども、参考資料ですが。ガス導管
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網の整備の促進の中で現状が書いてありますが、特に名古屋あるいは大阪と北陸地域とのガス網

ができていないという地図が載っておりますが、この中の関心ごととして東京－名古屋間など太

平洋岸も未だ接続されていないというふうに書いておられますけれども、それはもちろんそうな

んでしょうが。更に問題なのは、太平洋側と日本海側で、特に琵琶湖から敦賀とかそちらに行く

ラインの課題が問題としてあるように思いますので、ご関心を持っていただきたいと同時に、ど

のようにお考えかというのが一つあります。 

もう一つは、先ほど全体のいろいろな分野のお話をお伺いしました。これは今志賀さんや寺

島さんのお話とも関連いたしますが、余りにも委員会がたくさんありまして、そしてワーキング

グループあるいはプロジェクトチームございますが、それぞれ優劣があるはずであります。それ

ぞれの問題は課題も多いんでしょうが、ぜひとも優劣とその体系というか役割をはっきりもっと

していただいて、エネルギー全体の課題を日本として方向付けをすべきかなというふうに感想で

すが思いました。特に我々の基本政策分科会もその中の一部だとは思いますが大きな役割を担っ

ている委員会だと思いますので、そのことについて今考えるべき段階かなというふうに考えてお

ります。その中でも要するに官庁と言いましょうか経産省としておやりになれることはもう役所

としてどんどんお進め願って、こういう委員会でなすことはどの分野なのかというようなことを

少し仕分けをある程度されていくべき状況かなというような感想を抱きました。これは十分ご検

討願いたいと思います。 

それから、３点目はこの全体の原子力の問題に関連いたしますので若干申し上げたいと思い

ます。今月11日に川内１号機が再稼働いたしました。福井県の高浜原子力発電所の再稼働も間も

なくいろいろな議論が出てくるわけであります。しかし、直近の世論調査などを見ますと、再稼

働への反対、あるいは原子力全体に対する賛成というのでしょうか理解というのは余り動いてい

ません。そんな状況であります。理由の一つとしては、例えばことしのような猛暑でも電力危機

には至っていないということですね。まあ原子力発電所がなくても電気はこれで十分じゃないか

というような表面的あるいは短絡的という言い方をしてどうかと思います、そういう見方があり

ます。こうした中で老朽火力発電所の焚き増しでようやく供給を賄っているとか、ＣＯ２排出量、

あるいは猛暑だとか、あるいは電気料金の値上げが続くなど、長期的に我が国の発展に大きな影

響を与えているわけでありまして、こういう問題についての理解が十分ではないように思います。

それのみならず、先ほどいろいろなお話ございましたが、エネルギー全体あるいは再生エネルギ

ー、省エネについても私の感じでは関心がだんだん薄くなって、かなりまあ何となくいってると

いうそういう動きが出始めてるのを心配をいたしております。 

そして、特に再稼働の問題を申し上げますが、原子力規制委員会については先日、昨日であ
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りますが、田中委員長ともお会いしましたが、再稼働そのものについては必ずしも責任をお持ち

の立場ではないんだということであります。もちろん安全について全力で専門家としてご努力を

願っていることは十分理解をするわけであります。一方政府においては、委員会がＯＫと言った

ら稼働していくということでありまして、そのタッチゾーンと言いましょうか、これが国民の十

分な理解が果たせない原因にあるのかなと私は思っておるわけであります。 

特に、今いろいろなお話ございましたが、エネルギー資源が乏しい日本でありますし、いろ

いろな課題がこれから出てまいります。中長期的にもぶれのない政策を実行するこうした国の覚

悟と言いますか方針について、政府が国民に対して、立地の地域に対してというのではなくて国

民に対して広く訴える努力がなお不足しているのではないかと思うわけであります。これまでさ

まざまな場面で総理大臣はじめ宮沢経産大臣もお話をしていただいてるところでありますが、さ

らにこうした問題について国民の疑問あるいは懸念あるいは一種の無関心と言いますか、こうい

うことについて原子力発電などを中心にしたこの重要性や必要性について国民全般に直接お話を

し、また説明、説得もしていただくことが重要かと思っております。 

そして、エネルギーミックスの将来の問題でありますが、経済産業省は先月2030年の原子力

比率を20％～22％程度ということで新たな方針をお決めになっておられるところでありますが、

これをどのようにして実現していくのかという道筋がはっきりしていないわけであります。安全

炉への転換等々本分科会や原子力小委員会においても多くの委員から方針を明瞭にすべきだとい

う意見があるわけでありますが、なおあいまいな状況であります。現在再稼働だけが注目されて

おりますが、福井県では廃炉の問題、それから40年を超える運転延長、使用済み燃料の中間貯蔵

の問題、もんじゅなど、全ての問題が今手続きなど全部集中をして動き始めているわけでありま

して、こういう中で基本的な考え方が明瞭でないと極めて我々として対応がきつい状況でありま

す。こういうことをよろしくご賢察の上、全体としてのこの原子力エネルギー問題について具体

的な方向なりを政府としてしっかりさらにお進めになることを希望いたします。 

以上であります。 

○坂根分科会長 

それでは、松村さんお願いします。 

○松村委員 

まず、きょう最初の発言で、電力との関連で、九州で自動車を増産する、という発言を聞い

た。きょうこの委員会に出席した甲斐があった。いいことを聞いたと思いました。ずっと同じこ

とを言っていますが、再生可能エネルギーの適地から大送電線で大消費地まで電気を運んでいく

のがいいのか、あるいは需要をそちらに移すのがいいのか。どちらのコストが低いのかを考えな
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がらやればよい。このような動きが他の適地で、北海道あるいは東北もそうだと思いますが、こ

ういうところにデータセンターのような電力をよく使う事業者が自然に移動していくことによっ

て、全体として効率が上がる社会を築いていくべきだと思います。 

その観点からすると、電力システム改革と先ほど委員長がおっしゃった新しい委員会で、そ

ういうことが自然に実現する改革が、これから進んでいくことになると思います。いずれにせよ

そういうところに需要を移してくれた事業者が損をしないように、つまりそういうところで適切

に電力価格が下がる設計をきちんと考えていかなければいけないと思います。 

２点目。前身の委員会のときからずっとばかの一つ覚えみたいに同じことを言っていてまた

繰り返すのかとお叱りを受けるかもしれませんが、重要なことなので申し上げます。長期エネル

ギーの需給見通しについて出てきた数字に関してです。私一貫して数字に関してはコミットメン

ト色が強すぎると社会的な損失が大きくなることを懸念しています。比較的当たり障りのない項

目なので、いつもコジェネを例に出すのですが、コジェネで具体的に数字が言及されているのは

いいことだと思います。これはコジェネに関して一定のコストの低減や効率の向上を期待してい

て、そのようなことを前提として、更に政府がいろいろな形で後押しをしてこの数字に達するよ

うにするという政策をあらわしたものであって、仮に事業者の努力が十分でなく、結果としてコ

ストがすごく高いままと言うことが将来明らかになったとすると、数字が必達目標、コミットメ

ントだとすると、コストが高いのだからビジネスアズユージョアルでは普及しない、だからより

たくさん補助金をつけてでも普及させなければいけないという形になってしまう。もちろんその

ようなことまで約束したものではない、何が何でも達成する必達目標ではないということは何度

も繰り返し確認すべきことだと思います。 

業界の努力が十分でなくコストの削減が十分ではなかった結果として補助金や後押しが増え

るというたぐいの必達目標ではないということは明らかにしなければいけない。これは再生可能

エネルギーでも原子力でも同じだと思っています。単なる見通しではないというのは明らかだと

思いますが、コミットメント色が強くなる数字を政府が出すということは弊害が大きいというこ

とを私たちは認識すべき。 

次、原子力に関して国が前面に出るということが何カ所かに出てきたと思います。例えばサ

イクルあるいは最終処分などでは当然長い期間にわたるコミットメントが必要で、そのようなこ

とは民間事業者には難しい。だから国が前面に出るというのは極めて自然な発想だと思います。

しかし国が前面に出ることと、そのコストを国が負担することは、本質的に違うことだというこ

とを、私たちは認識する必要がある。国が前面に出てこの問題を解決するということと、そのた

めのコストも国にあるいは一般の国民負担という形で押し付けてしまうのか、原子力事業者が負
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担するのかというのは全く別次元の問題。原子力事業者がそのようなコストを全部国に押し付け

ておきながら競争電源として私的利益を追求することは許されないと思います。この点の区別は

あいまいにならないようにお願いします。 

最後に、西川委員からガス導管網の整備の話が出てきた。ガスの委員会にも参加しているの

で一言申し上げます。需要稠密地帯、東京－大阪間のようなところですらガス導管網がつながっ

ていないというのは事実ですが、導管の投資に関して、例えば新潟から富山を通って福井を通っ

て近畿に出ていくラインも重要なラインとして私たちは認識しています。実際に新潟－東京間は

細いなりにつながっているわけですから、ここから北陸を介していけば東京－大阪間あるいは名

古屋というようなところもつながるという発想もできる。重要な選択肢の一つで、決して無視し

ているわけではありません。ただ、導管の建設は膨大なコストがかかるので、無条件に必ず望ま

しいとは言えないとしても、視野には十分入っていることは、一言申し上げます。 

以上です。 

○坂根分科会長 

それでは秋元さん、橘川さん、柏木さん、辰巳さん、豊田さんの順番でお願いします。秋元

さんから。 

○秋元委員 

どうもありがとうございます。 

まず最初にですが、やはり最初に志賀委員がおっしゃったように、私もこの委員会これまで、

特に安倍政権になってから議論が非常に多面的になって複雑なことを総合的にとらえようという

形で進んできたということは非常に望ましい方向になってきたというふうに思いますし、今日出

てきたご報告ほとんどに関して方向性としては非常にいい方向にあるんだろうというふうに理解

をしております。そういう中で何点か申し上げたいというふうに思います。 

まず最初にエネルギーミックスですが、約束草案とリンクしているという部分がありますの

で、このあたりはちょっと注意してみないといけないかなというふうに思っております。約束草

案ということになっていますのでＣＯ２目標を国際的なコミットはしてないわけですけれども、

2013年比26％減という形で国際的にプレッジしているということになりますので、これはなかな

か容易にはおろせない目標になってしまっています。要は国内のエネルギーミックスがなかなか

うまくいかなくても国際的なＣＯ２目標はそう簡単にはおろせないという状況でリンクしてます。

そういう状況にあるので、これをどうやって達成していくのかというのはかなりよく考えていか

ないといけないというふうに思ってます。 

その上で、この約束草案の視点からしますと、我々の分析ではかなりやはり今回のエネルギ
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ーミックスでは特に省エネルギーに関しては相当積んでいる感じで持っています。そうしますと

これまでの少なくとも過去の状況からモデル分析をすると相当高い限界削減費用が算定されます。

我々の推計ではエネルギー起源ＣＯ２だけに限っても260ドル／ｔＣＯ２くらいのコストの推計

となって海外か今プレッジしてる約束草案と比べると相当高い限界削減費用になる。要は非常に

難しいチャレンジングな目標をプレッジしたということになるというふうに思っています。いか

にやはりこの省エネルギーを実現するのかということが非常に大きな課題として思っております。 

ただ、中上先生もおっしゃたように省エネルギーというのは非常に多様な主体がいますので

なかなか政策的に思ったように誘導できない場合もありますので結果が出ない場合もあるので、

このあたりを今後非常にうまく詰めていかないといけない非常に重要な点かなというふうに思い

ます。 

省エネルギーという視点からしますと、やはり今回の電力システム改革の中でこの自由化の

メリットとしてはそういう競争環境下の中で、エネルギーと情報の融合を図って新しいサービス

をつくり出すということが非常に重要で、我々はやはり特に家庭部門なんかはエネルギーのため

にエネルギーを消費しているわけではなくて、別のサービスを受けるためにエネルギーを消費す

るわけですので、いかに新しい欲しくなる、省エネとセットになって欲しくなるサービスを提供

できるかという視点が非常に重要なので、ＩＴとエネルギーの融合の中で新たなビジネスをつく

り出していくことにそういうふうな形で政策も後押しするようなものをつくっていくことが非常

に重要ではないかというふうに思っております。 

次ですけれども､原子力、石炭、新エネそれぞれあるんですけれども、大きなくくりとして私

が考えてるのは、やはり電力システム改革のもと、これはシステム改革が進めばやはり市場任せ

という部分がありますので、ただ市場はやはり失敗することがあります。なぜ失敗するかという

と、市場はやはり短期的な視点で動きやすいということになります。ただ一方エネルギーという

のは非常に長期の計画が必要だと、長期で考えないといけない部分と市場の短期の効率性とのギ

ャップが生じるために市場は失敗しやすいので、それを何としても政府は適正に是正しないとい

けないと。ただ政府が介入しすぎれば今度は政府の失敗を見ますのでそれはやはり不適切ですの

で､どういうふうにさじ加減をしていくのかというのが非常に政策的に求められるといふうに思

います。 

特に原子力で言いますと、原子力は特に長期間の計画が必要ですので市場の失敗を生みやす

いわけですので､そこを是正するためには早く適正な政策措置を入れないといけない。これは別

に電力会社を助けるわけでもないし原子力を助けるわけでもなくて､単に我々の社会において適

正な部分に市場の失敗とのギャップを埋めるための政策措置ということが必要になりますので、
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それを速やかにやるべきだというふうに思います。 

石炭について、最近特に小型で効率が余りよくないものがバンバン建ちそうになってるわけ

ですけれども、これもやはり市場に任せるとそういうものが出やすいので、それに対する措置も

必要だろうというふうに思います。やはり高効率な石炭をしっかり使っていくということが重要

で、しかも国際的にも、これはオバマ政権が石炭全面禁止みたいなような方向に舵を切ってます

けれども、私はこれは間違った政策だと思っています。やはり現実的な社会、やはり世界は非常

に広くていろいろ中国やインドとかそういう非効率な石炭を使ってるところもありますので、そ

ういうところに高効率な日本の石炭を展開すれば現実的に非常に大きなＣＯ２削減ポテンシャル

がある。もちろんゼロエミッションというようなことが前提になれば石炭もだめだとかそういう

話になるかもしれないけれども、それは現実の社会でこの世界の当面の社会の中では全く非現実

的な発想ですので、現実的な中で本当に効果を上げてＣＯ２を削減していくことが重要ですので、

そのためには高効率な石炭の展開、そして国内でもそういうものを活用していくということは重

要だろうというふうに思っています。 

新エネについてはむしろ政府の失敗を生んだというふうに思いますので、もちろん新エネは

伸ばしていくことは重要なので、これも市場に任せると伸びないので、新エネを技術習熟させよ

うとかそういう意味ではなかなか市場は失敗してしまいますので、そのために政府が介入すると

いうのは正しい方向性ではあるんですけれども、ちょっとやはりＦＩＴは過剰な優遇をとりすぎ

たというふうに思いますので、それに対して政府の失敗を早く是正して適正なレベルの介入にす

べきだろうというふうに思います。 

最後につきましても、これも志賀委員でしたかご指摘ありましたように、ちょっとこの資料

の中に広報活動という話が載ってなくて、私はやはりここでは非常にいい議論をしてきたという

ふうに思うのですけれども、ただやはりエネルギー政策というのは非常に複雑で多面的にこれを

とらえないといけないわけで、ただそれが本当に国民に広く理解が進んでいるかというとまだと

てもじゃないけれどもそう言えないというふうに思いますので、もっと量をふやすとか、これも

非常に難しいわけですけれども、そういう広報活動の量をふやすとかそういうことをもっと積極

的にしっかりやって、この政策がやはり日本の将来にとって非常に大切で一番いい方向性なんだ

ということをしっかりアピールしていくということが重要ではないかというふうに思いました。 

どうもありがとうございました。 

○坂根分科会長 

それでは、橘川さんお願いします。 

○橘川委員 
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どうもありがとうございます。申しわけないんですけれども、国会関係で間もなく抜けなき

ゃいけないので、多分辰巳さんより後のあれだと思うんですけれども、申しわけありません。 

私は、先ほど日下部長官が冒頭のところでもう立て続けにこれからも忙しいという話をされ

て、17年の基本計画の見直しという話をされたと思うんですけれども、私はもう即そこへ向けて

の見直しを、ミックスの数字を含めて議論を直ちに始めるべきだと、こういうふうに考えます。

と言いますのは、確かに非常に事細かく各分野できめ細かい議論が展開されてきたと思うのです

が、何となく３年ごとに見直しということが前提になっていて、ここ３年間の政策について議論

はしたと。だけれども、本当に15年先20年先について議論しているかとなるとかなり疑問が残る

点が多いんじゃないかと思います。 

先ほど原発に関する世論の意見が出ましたけれども、中長期的には私は原発即時ゼロという

意見は少数だと思います。ただし短期的に聞きますと国民の方々は再稼働ノーというほうが多数

なわけですね。これ一見矛盾していて、再稼働ノーというのは即時原発ゼロなんですが。なぜそ

うなるかというと、やはりすぐにはやめられないだろうとは思うんだけれども、どうも今に政府

の説明だと何かこそこそしてるイメージが強くて、こういうやり方で進められては困るので再稼

働はとりあえずノーだとこういうふうに言われているのが国民の私は本当のところなんではない

かと思います。12年の大飯の再稼働のときには野田首相が自分の言葉でかなり明確に語られたわ

けですけれども、今回の川内の再稼働のときにはほとんど首相の声聞こえませんでしたし、休暇

とっていたのが悪いとは言いませんけれども、非常に落差を感じるわけでありまして。先を見す

えた国のエネルギー政策をもう一度をきちんと議論する必要があるんじゃないか。 

となるとＳ＋３Ｅということになります。Ｓで言いますとずばりやはり原発の問題ですから、

危険性をどうやって最小化するかという話になって、一番の有効な手段は最新鋭の設備を使うと

いうということだと思います。ＡＢＷＲは22基中４基ありますけれども、ＰＷＲについては中国

にあるＡＰ1000もないしＡＰＷＲもないというような現状を放置したまま今後原発を使うという

のはやはり私は責任ある態度ではないと思いますので、この議論をしなければいけないと思いま

す。 

エコノミーについて言うと、先ほど言いましたが、１次エネルギーの76％が化石、火力の

56％が火力という状況ですから、原発を上げ再生を下げるとコストが下がるという議論よりも、

燃料コストをどうやって安く買うかというほうがど真ん中のエコノミーの問題だと思います。特

にＬＰＧ、ＬＮＧについてアライアンスの規模をふやすだとか、イクシスのようなものをたくさ

んつくるだとか、韓国と協力して最終的には長期契約の条件更改でＳ字カーブを再構築するだと

かっていうことをやって、ＬＮＧ火力もミドルだけではなくてベースとしても使えるようなそう
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いうことを明確にしていく、そこがエコノミーの中心なんじゃないかと思います。 

エンバイロメントは先ほどから秋元委員も言われました、国内でも26％なんていうことを言

っていますけども、国内で減らすのには限界があって、石炭を使って海外で減らせば15億ｔ、

100％以上減らせるわけですがら、そこに向けてどうしていくのか。今石炭火力が15ＧＷほど手

が上がってますけれども、多分私の感じだと５ＧＷくらいに絞りこまなければいけないと思うん

ですが、そのときに海外でＣＯ２を減らすというプラン、そういう事業者だけが国内で石炭火力

をつくっていいというような枠組み。中上さんのところの省エネで石炭火力を絞り上げろといっ

てもちょっと無理があると思いますので、ＪＣＭの拡張版としてどうやって石炭火力を絞り上げ

ていくかという議論をしなければいけないと思います。 

エネルギーセキュリティについては、一番エネルギーセキュリティで重要なのはやはり再生

可能エネルギーだとこういうふうに思います。そうなってきますと、当然長期的には、ＦＩＴの

話ばかりしていますが、15年先のことを考えれば、どうやって市場ベースで入れていくかという

ことが重要で、送電線問題がポイントになると思います。そうなってくると原発廃炉の送電線を

どれくらい使うのかだとか、あるいは先ほど松村委員が言われましたように、なるだけ消費と発

電とを近いところに置いて送電線を使わないようにするだとか、あるいはもちろん送電線をつく

るための何らかの仕組みをつくるとか、こういうような議論をきっちりしていかなければいけな

い。 

そういうＳ＋３Ｅ全体から考えますと、何か本当は30年に向けてやらなければいけない議論

が積み残されていることが多いと思いますので、すぐ議論を再開した方がいいのではないか。そ

の場合、私は原発依存度は大体、リプレースはしますけれども依存度は思いきり下げるというの

とセットでないと国民納得しませんので15％くらい、再生可能エネルギーは30％くらいのミック

スが一つの目安になるのではないかと、こういうふうに思います。 

水素の問題ですが、今度のミックスでもエネファームを中心に今のあのままだと大体電源で

２％くらい、１次エネルギーで１％くらいが水素というような数字になっていると思いますが、

この数字から見て明らかなように、日本は燃料電池では先進国ですけれども、水素インフラでは

後進国であるということははっきり見る必要があって。水素のポイントは水素そのものをどうの

こうのよりも水素を使ってうまく海外のＣＣＳ、あるいは天然ガス・石油のＥＯＲとくっつける

だとか、再生の風力の余った電気をパワートゥガスで持ってくるだとかという他のエネルギーの

弱点を補うときに水素を使うというような発送が水素活用社会の実は本質だと思いますので。こ

ういう議論もまだ十分されていないと思いますので、私はせひ長官が変わったところですぐにで

ももう一度基本計画とエネルギーミックスの議論を始めるべきだと、こういうふうに思います。 
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○坂根分科会長 

それでは、柏木さん。 

○柏木委員 

どうもありがとうございます。大きく２点申し上げたい。１点目は、今橘川委員もおっしゃ

っていた、特に志賀委員が最初におっしゃった水素の問題。これは基本計画の中に水素ロードマ

ップを書けという文句がありまして、たまたま私その座長をやらせていただいて、水素燃料電池

戦略協議会というのを、もう既に報告書を出しておりますので、きょうこの中には報告になって

いませんでしたけれども、既に報告書として出ています。 

大体簡単に言いますと３つのステップになっていて、とりあえず2020年に向けては急激な普

及促進を図るということ。それから、少しその後は水素製造を海外から効率的に持ってくると。

そのうちの生産・調達・流通・利用を一気通貫でやるようなシステムに持ってくる第２ステップ。

第３ステップが再生可能エネルギーと水素。こういうことを2030年程度までにどうにかワンツー

スリーステップで水素を進めていきたいというような内容でそれぞれ細かい内容が書かれていま

す。ですから、水素に関しては一応基本計画のとおり遂行しているんだということを申し上げた

いと思います。 

２番目が、この委員会で委員長の決断もあって自給率、コスト、ＣＯ２、この３つの観点でこ

れだけのミックスを出してきたわけで、このミックスがリアリティのある形で具現化するための

プロセスをこれからどうするかというのがきょうの一番大きな問題なんだろうと思っています。

その中にエネルギーのリフォーミング、システム・リフォーム、システム改革が入ってくると、

どうしても例えば電源を主にとって考えてみれば、総括原価から自由化ということになりますか

ら、大規模な電源はなかなか立ちづらくなってくるだろうと思って、電源不足に陥る可能性は十

分あるわけです。そうすると稼働率が悪いものは、自然の流れからいけばもちろんのことながら

需要サイドに分散型あるいは再生可能エネルギー、こういうものに流れてくる。再生可能エネル

ギーはもちろんフィードインタリフがありますから、これだけ急激に伸びている。、すごい劇薬

ではあるんですけど、よく効く薬でもあります。これはこれからの国民負担との考え方で、どれ

がどういうふうにしたらいいかというのを考えることを、この分科会の中に置くんだということ

に関しては非常にいいことだと理解してます。 

いずれにしましても分散型がディマンドに下りてくるということになりますから、今度ミッ

クスでも分散型25％くらいは入っているわけで、コジェネ含め、それから太陽光・風力、中小水

力、地熱という、バイオマスはどちらかというと分散型と私はカウントしています。、中小水力、

地熱は原子力代替として非常に有効な、稼働時間が長いということがあるから、どちらかという
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と分散型というよりかは原子力代替としてとらえています。 

そう考えますと、分散型が25%ディマンドに入ってくるということになると、ディマンドサイ

ドの中で省エネと分散型電源並びに太陽光・風力のようなこういうインターミッテントというか、

間欠的な電源、それからバイオマスのような逆有償電源、こういうものをうまくＩｏＴのような

形でいろいろなものをぶら下げて一つのコミュニティをつくっていく。要するにディマンドのデ

ジタル革命をうまく起こさないとこのリアリティのあるエネルギーミックスというのはなかなか

具現化しないだろうと思います。そういう意味では省エネルギー、新エネルギー、分散型、それ

をディマンドサイドでどう実現していくかというこういうコンセプトを一つリアリティのある形

で検討していく会議、委員会というのを、ワーキンググループといってもいいのかもしれません

し、そういう協議会みたいなものがやはり必要になってくる。俗に言うスマートコミュニティと

いうことになるかもしれません。そういうことが一つ重要だということを申し上げたいと思いま

す。 

これは電力システム改革、ガスシステム改革を通していっても自然の流れとして分散型のほ

うに流れてくるということになりますと、ディマンドをどうこれから開発していく、ディマンド

における需給構造をどういうふうに持っていくかという、これをしっかり考える。そこにはＩｏ

Ｔというコンセプトをしっかり入れながら考えていく協議会が必要だと、それが２点目の一つ目

で。 

２つ目は原子力の問題です。大規模の中でやはり石炭・火力・原子力・それから天然ガスも

コンバインドのベースアンドミドルが残ってくるんだろうと思いますが、原子力に関しては再稼

働をどうするかというのが一番今の至近の問題だと思っています。どうもこの間もあるメディア

の公表で、反対が６０％で、どうにかやったほうがいいんじゃないかというほうが４０％で、ど

うも劣勢に回っていると。これはやはり説明責任がなされていないと思います。ですから、原子

力の安全性に関してやはり今の規制委員会が言っている安全性が確かに世界最高水準のものをク

リアしているんだということをきちっと国民にやはり安全性に関する説明をした上で安心を植え

付けるということができていない、だから安全性と安心との関係がまだはっきりしていなくて。

それからそこら辺の広報がきちっとしていないがゆえにどうも何となく怖いと、ですから再稼働

はまだ早いんだという意見が多くあると。その結果として安心につながっていないということが

一つ言えるだろうと思います。ですから、そういう意味では原子力の広報ということは、今橘川

委員も言っておられましたけれども極めで重要だと思っています。 

それからもう一つだけ原子力に関して言いたいのは、これガバナンスの問題だと思うんです

けれども、法治国家ですから訴える権利は誰でも持っている。三権分立になっていますからいい
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んですけれども、規制委員会は環境省の中に一応入っているような形になっているけれども三条

委員会なのでアンタッチャブルです。だから行政機関の一つとして考えて、この基本計画の中に

は規制委員会がＯＫを出せば一応再稼働をどんどんやっていくんだというようなことは書いてあ

るわけですね。ところが、原子力に対してナーバスな人はこれを司法に訴えますね。司法に訴え

るとそれが再稼働差し止めだと却下される。逆に薩摩川内の場合には鹿児島地裁はこれＯＫ出し

ているわけですよね。だから、司法が最終的に稼働、再稼働の審査というかＯＫを出すのか否か

判断を下している。行政の部分に規制委員会があって、そして司法にはまた国民の権利として訴

える権利があって、そこのダブルスタンダードになっているような気がするんですが。そこら辺

の整合性は政府としてどういうふうに考えていくのか。ただ訴える権利はあるわけですから、今

のような形をとらざるを得ないのかなとは思いますけれども、ダブルスタンダードをどういうふ

うに考えていくかというのはこれは一つの質問です。 

以上です。 

○坂根分科会長 

伊藤さんも手が上がりましたので、辰巳さん、豊田さん、伊藤さんの順番で、申しわけない

ですけれども、あと時間が15分なものですから、少し要点を絞ってお願いします。 

○辰巳委員 

すみません、ありがとうございます。辰巳です。 

きょうご説明いただいた資料１で今回ここまできたところの大まかな全体の概要というのが

とてもよくわかるというふうに思っております。かつ、恐らくこの委員会はオープンになってい

るということで、かなり国民に対しての説明はなされているんだろうとは思っておりますが、こ

こで話し合っている単語そのものも含め、私たちにはなかなか理解できないような難しい言葉も

何度も出てきますもので、そのあたりも含めて、秋本さん広報という言葉を使われたんですけれ

ども、国民との話合いの言葉そのものから含めてもう少し丁寧な説明が必要だろうというふうに

思っております。 

それで、以上は前提なのですが、資料１のところ、一つこれは資料に対してなんですが、左

の上に書かれている一番最初の基盤となるところです。そこにまず東日本震災と書いてあります

が、私はここはやはり福島原子力発電所事故というふうにきちんと書いていただきたいと思って

おります。東日本震災のように、広げた話がベースになっていると書かれると違ってくるんじゃ

ないかと思います。福島原子力発電所事故の結果、こういうふうな動きがあったんだということ

で資料１はいいと思っています。 

それで、３つくらい申し上げたいと思っています。すみません、早口になります。まず原子
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力に関して。やはり私も川内の原発に関して、最終的に誰が決定したのかというのが国民にとっ

て明確にわからない状態ではないかというふうに思っております。だから、やはりその辺りが、

最初に長官もおっしゃったように社会的な課題というところなんだろうと私は思っているんです

けれども、なかなか理解できないままに勝手に、勝手にということはないのかもしれないけれど

も、何となく動き出しているというふうに思えてしまうところが非常に難しい問題があるところ

だというふうに思っております。 

それから２つ目、省エネに関してですけれども、非常にこれも、これ以上なかなか難しいと

ころがあるとかいう話もありますが、これは具体的に、ライフスタイルの違う国民いろいろいま

すけれども、もっと具体的に何をどうするんだということを説明していっていただきたいなと思

っております。システム改革との関連でも大いに省エネというのはまだまだ可能性はあるという

ふうに思いますけれども、やはりそこでもデマンドレスポンスなどという単語が出てくると途端

に私たちの頭が止まってしまうんですね。だから具体的に何をどうしなさいって、こうしたら省

エネになるんだよというところを難しい単語を使わないでわかりやすく説明していっていただき

たい。これは誰がするのか、もちろんこれが政策だというふうに思いますもので、ぜひ進めてい

っていただきたいと思います。 

それから、再エネの話ですが、私も、今まで出てきているので重ねては申し上げる時間がも

ったいないとは思いますが、やはりためるということと、それからできるだけ地産地消で使える

ような形というふうなのを進めていくというのがすごく重要だと思います。 

あと最後に一つです。電力システム等の改革も国民が直接これからは関わってくることなの

で、この機会を使って省エネにもうまくつなげられるし、再エネの増大にもうまくつなげられる

というふうに私は思っています。そこでどういうふうに説明責任、事業者の側が説明責任を私た

ちに果たしてくださるかということで選択が決まってきますので、非常にここはキーポイントで

す。 

特に今課題になっておりますのは、事業者が販売する電源をきちんと説明してくださること

で、それが私たちの選択の決定とつながるわけです。その私たちの選択がイコール最終的にはエ

ネルギーミックスに関わってくるというふうに思いますもので、ぜひ電源構成の説明責任のとこ

ろは政策として進めていっていただきたいということをお願いしたいと思います 

以上です。 

○坂根分科会長 

それでは豊田さん。 

○豊田委員 
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ありがとうございます。 

まず総論的なことですが、エネルギーの内外情勢はますます不確実性を増しています、寺島

委員が言われたとおりなんですが、その中でこういう形でバランスのあるエネルギーミックスを

まとめていただいたことは大変ありがたいことだと思います。ただ、今ほかの委員の方からもご

発言ありましたけれども、この目標は極めて野心的で、その実現は簡単ではないということは国

民も含めて認識すべきではないかと思います。したがって、市場と政府の役割分担、バランスが

いるだろうというふうに思います。どんなバランスをとっていくのかということがまさに今後の

課題なんだろうと思います。 

各論として３点ほど申し上げたいんですけれども。まず省エネルギーです。まさに野心度が

低いという声と野心度が高いという声が両方あって、中上委員長は大変であられたんですけれど

も、少なくとも過去のトレンドから見れば、石油危機直後の35％の単位の改善と同じものをこれ

からやろうとしているわけで、直近の過去20年がたった10％の改善しかできていなかったという

ことを国民の間で認識した上で、国民運動も行い、必要な規制も行い、かつ助成もしっかりと行

うということが必要だというふうに思います。 

原子力ですけれども、原子力についてはさまざまなご議論がございました。私自身は川内原

発が動き出して３Ｅを満たす電源供給体制への健全な第一歩が始まったというふうに評価してお

ります。ただ問題は、これだけ長い時間をかけてようやく１基が動いてきたということです。こ

れから審査体制の効率化を図るべきであり、習熟カーブというのがありますから可能だろうと思

います。そこをしっかりやっていただく必要があるだろうと思います。スリーマイルアイランド

後のアメリカも審査に時間がかかったんですが、やがてスピードアップをしていったわけですか

ら、そういった米国などの動きも参考にしながら、是非そこは実現していただきたいというふう

に思います。 

原子力の信頼確保ですけれども、これが最も重要だというのは委員の方がおっしゃったとお

りだろうというふうに思います。そのためには冒頭長官もおっしゃった、福島の方々、避難され

ている方々にできるだけ早く帰っていただくというのが最も重要なことだと思います。そのとき

にやはり日本の中で議論が不足していると思うのは、リスクというのは相対的なものであること

と、安全か危険かではなくて、どこまでのリスクなら許容ができるのかという議論だと思います。

飛行機に乗るのも危険なんですけれども、我々はそれを許容して乗っているわけです。リスク相

対論というのをもう少し国民の間で理解し合う必要があると思います。チェルノブイリで早期に

帰還された方と、なかなか帰ってこなかった方では早期帰還された方のほうが寿命が長かったと

いうデータも出ているわけです。リスクというものが相対的であるということをやはり国民の間
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で理解を共有していかないと信頼回復ということは簡単にできないんじゃないかという気がいた

します。 

システム改革との関係で言えば、まさに政府と市場の役割の分担なんですけれども、課題で

は載っておられましたけれども、まだ余り議論が進んでいない賠償責任の在り方も含めて、ぜひ

引き続き検討をお願いしたいと思います。 

３つ目が化石燃料です。橘川先生がしっかりまとめてくださいました。私が懸念をしており

ますのは、急激な原油価格の低減のゆえに、企業に任せておくと企業としてはリスクがとれない

ので投資が滞っていきかねないということだと思います。したがってＪＯＧＭＥＣの役割が重要

であるわけです。将来いつ価格が上がるのかという議論をしていてもこれは解がないわけです。

むしろそれこそ市場に任せておけない政府の役割をここでもしっかり考えていただく必要がある

というふうに思います。まさにそれぞれの分野で市場と、そして政府の役割の分担というのを今

後もしっかりと詰めていっていただきたいというふうに思います。 

以上でございます。 

○坂根分科会長 

それでは最後に、伊藤さんお願いします。 

○伊藤委員 

簡潔に。この省エネ投資、再エネの技術革新というのが今後重要な方向性に位置付けられて

いくのかなという気がしますが、その下支えとなるのはやはり技術開発だと思うので、今後も中

小小規模企業など、チャレンジをしている開発型企業の支援をしていただけることによって今後

のエネルギーの方向性というのも大きく変わっていくような気がします。 

一方で、エネルギー依存度の高い中小企業は非常に省エネに対しての意識は高いんですけれ

ども、そうでないところはまだ低いんですね。温度差があります。それから、地方自治体によっ

ても温度差があるので、ここをどうインパクトを与えていくかというのも政府としてすごく大き

な役割かなと思っております。 

最後に、今回固定買取制度の見直しがあったんですが、ちょっと遅かったかなという気もし

ます。もちろん大変なことだと思うんですが、ただ、我々民間企業は一日でも判断が遅れると命

取りになります。ですから、今後もやはり、何かチャレンジすることはすごい大切ですけれども、

それは違うなと思ったときに変更する、方向性を変えるというその勇気。もちろんそのために国

民に説明しなければいけないかもしれませんけれど、場合によってはうまく、ちゃんとトップダ

ウンで明確に説明すれば、当然どんな手法をとっても100%の理解は無理なので、そういったスピ

ードある対応をしていただければと思います。 



 38 

以上です。ありがとうございます。 

○坂根分科会長 

そうしたら、中上さん、一人残っているんですけれども、よろしいですか。 

○中上委員 

途中でコメントしましたので遠慮しておりましたのですが。省エネについてもご指摘ござい

ましたが、辰巳委員の方からわかりやすい形での説明をとございましたけれども、今その内容を

詰めるべくワーキング等で詳細を検討しておりますので、この段階では非常にマクロでおわかり

にくかったかもしれませんが、十分参考にさせていただいてお役に立てるような内容にしたいと

思います。 

以上です。 

○坂根分科会長 

一通り発言いただきました。ほぼ時間がきましたけれども、私も一言コメントさせていただ

きます。 

この会の最初から私が主張してきたのは、原子力と火力を減らすには省エネと再エネしか原

資がないということです。特に省エネというのは、エネルギーミックスの全体値100％の中に出

ていないわけですよね。今回結論として、70年代のオイルショック後の15年間、20年間の35％効

率アップと同じレベルの省エネを目標にしたということで、これはかなり高いハードルだと思い

ます。これだけの省エネというのは、本当に白紙から何かを考えてみようというところから投資

が生まれない限り、達成できません。電力コストが上がったら企業の省エネ投資は促進される、

と言う人もいますけれども、限界を超えたらやらないですよね。白紙からの投資は当然リスクが

あるので、これをためらったり、日本で投資をするより海外に出た方がいいということになりま

す。そういう意味で、電力コストは省エネにものすごく微妙に関わっていると言えます。 

電力で言いますと、実はミックスの100の外数として120あったものを省エネで17％削減して

100にしたわけですから、120を100にした上での話です。つまり、原発比率が20％ということは

原発に相当する部分は省エネで稼いだ上での話だということを改めてみんなで理解し、国民にも

よく説明する必要があると思います。 

再エネについてはコストを度外視すればいくらでもできるという面もあるわけですけれども、

そういう訳にはいきません。これから先、再エネのコストが相当下がってきそうだということに

なれば、今回決めた以上に野心的な数値目標を挙げられると思います。コストの部分は省エネに

も再エネにも密接に関わっているということを改めて強調しておきたいと思います。 

それから、私はこのミックスは全てＳ＋３Ｅのバランスからしか決められないということを
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何度も言っているので、一般の人からも聞かれることがあります。例えば、「今、原発ゼロでも

電力需要はみんな賄えているじゃないですか」という質問です。これに答えるのが、S+3Eについ

ての分かり易い説明かもしれません。ああ、やれているように見えますねと。だけれども、その

結果何が起こっているか。産業界は３割電力コストが上がり、家庭は２割上がっています。家庭

はまだそれほど負担を感じるレベルではないかもしれませんけれども、少なくとも産業界はもう

世界最高レベルのコスト高になっています。加えて、すでに認可されている再エネがすべて実現

されると大幅にコストアップすることも判っています。それから、ＣＯ２は３．１１の前に比べ

ると10％以上増えているわけですね。今回、2030年の目標が2013年比で26％削減することになり

ましたけれども、京都議定書レベルより10％以上高い数値から26％下げると言っているわけです。

日本は相当ＣＯ２レベルが低い国になっていて、ドイツにだって決して負けていません。京都議

定書は12年で終わったわけですから、13年ベースにして26％というのは国益として、交渉上非常

にいいと思っておりますけれども、実態は、京都議定書のレベルからは十数％下げる目標しか掲

げられなかったということです。 

それから、原発の使用済み核燃料のゴミの話はよく言われますけれども、化石燃料を燃やし

て空の上に出しているゴミの話はみんな身近な問題ではないから同等に議論しないんですよね。

原発の場合はすぐそばにあるわけですから、なかなか同じまな板の上では比較できないかもしれ

ませんけれども、ＣＯ２というゴミも非常に深刻だということを皆で理解する必要があると思い

ます。 

それから最後に、エネルギー自給率が３．１１の前の20％から今６％に落ちていて、今安全

保障で議論になっているホルムズ海峡封鎖のような話が本当に万一起こったとしたら、この国の

エネルギー不足は悲惨な状況になるわけで。それこそ問答無用で原発を動かさなければいけない

というようなことにもなりかねず、自給率の問題もやはり考える必要があるのではないですかと。

今原発ゼロでも電力は賄えているじゃないかという意見は、こういう視点から考えるとおかしい

でしょ、これがS+3Eのバランスの一例です、という話を言いますけれども、そこまで話をしても

なかなかわかっていただけない。 

だから、この国民世論を変えていくというのは、私は本当に至難の業だと思いますけれども、

やはり誰が考えたってS+3Eのバランスでしか答えが出せないわけですから、非常に難しいテーマ

だけれども、政府がこの国の長い国益を考えた上で、とことん国民に説明し続けるという姿勢が

大事じゃないかなと思っております。 

最後に、事務局からの追加の説明が何かありますか。 

○事務局（吉野資源エネルギー政策統括調整官） 
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今日、多数ご意見等いただいております。個別には時間の関係もありお答えはできませんが、

まず今後のさまざまな施策の検討の場で今日承りましたところも踏まえてしっかりと議論してい

きたいと思っております。 

それから、原子力のみならずエネルギー政策全般に関するコミュニケーション・広報といっ

たところさまざまなご意見をいただきました。ここについてもしっかりと取り組んできたいと思

っております。 

それからあと一つ、事務的になりますが、席上に先般閣議決定されましたエネルギー白書を

配布いたしております。参考にしていただければと思います。 

 

３．閉会 

 

○坂根分科会長 

 ちょうど時間がまいりましたので、これをもちまして第17回基本政策分科会を閉会といたしま

す。 

なお、次回の開催につきましては、後日事務局よりご連絡申し上げます。 

本日はご多忙のところ長時間にわたり、どうもありがとうございました。 

－了－ 


